　　　　　　　　

本州四国連絡高速道路の
新たな料金設定に対する意見書
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現在、民主党国土交通部門会議で検討されている新たな高速道路料金については、これまで、本州四国連絡高速道路出資地方公共団体が申し入れてきた意見が、全く反映されないのではないかと危惧している。

会議においては「地方の負担をお願いしつつ、別途割増料金の設定を行う。」との前提で議論されているが、これまでも関係地方公共団体は「平成24年度以降の追加出資を求めないこと」を訴えてきた。
しかし、検討されている料金案の内容は、これを全く考慮しておらず、また、関係地方公共団体と具体的な協議を行うことなく「地方の負担」を前提としていることは、到底同意できるものではない。
これまで関係地方公共団体は厳しい財政状況にも関わらず、NEXCO 路線では求められていない出資を、本年度までに約5,200億円行ってきており、建設に伴う責任は十分果たしてきた。
国は、地方に負担をかけることなく、追加出資にかわる財源を確保し、すべての国民が平等に使いやすい料金体系を構築すべきである。
よって、料金案の決定にあたり、本州四国連絡高速道路出資地方公共団体は次のことを強く申し入れる。
高速道路の新たな料金設定にあたっては、本州四国連絡高速道路出資地方公共団体に対し、平成２４年度以降の追加出資等、地方負担を求めないこと。
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